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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長手方向に複数が並べられ車両の走行進路を形成する可動桁と、それら複数の可動桁の
相対向する端部を支持する台車装置と、を備え、前記台車装置が移動することで、前記車
両の走行進路が切り替えられる分岐装置であって、
　前記複数の可動桁は、前記相対向する端部の一方が前記台車装置に固定されると共に、
前記相対向する端部の他方が垂直軸まわりに回動可能に前記台車装置に連結され、
　前記台車装置は、
　敷設された一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪と、
　前記車輪が一側および他側に一輪ずつ回転可能に軸支される本体部、並びに、その本体
部の一側の車輪を前記レールに近接させる方向および前記他側の車輪を前記レールに近接
させる方向に揺動可能な状態で前記本体部を保持する保持部を有する複数の車輪保持部と
を備えていることを特徴とする分岐装置。
【請求項２】
　前記台車装置と前記相対向する端部の他方との間に介在され、前記台車装置に対して前
記相対向する端部の他方を水平方向に移動可能に支持する支承を備え、
　前記垂直軸方向視において、前記相対向する端部の一方側に曲率中心が位置する円弧状
に前記レールが形成されると共に前記円弧状のレールに沿って前記複数の車輪が一列に配
置されていることを特徴とする請求項１記載の分岐装置。
【請求項３】
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　前記台車装置は、前記複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を
備えていることを特徴とする請求項１又は２に記載の分岐装置。
【請求項４】
　前記台車装置は、前記複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を
複数備えると共に、前記複数の車輪保持部のそれぞれに前記駆動装置が配設され、各車輪
保持部の車輪が各駆動装置により回転駆動されることを特徴とする請求項１記載の分岐装
置。
【請求項５】
　長手方向に複数が並べられ車両の走行進路を形成する可動桁と、それら複数の可動桁の
相対向する端部を支持する台車装置と、を備え、前記台車装置が移動することで、前記車
両の走行進路が切り替えられる分岐装置であって、
　前記複数の可動桁は、前記相対向する端部の一方が前記台車装置に固定されると共に、
前記相対向する端部の他方が垂直軸まわりに回動可能に前記台車装置に連結され、
　前記台車装置は、敷設された一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪を備え
、
　前記垂直軸の延長線上に前記レールが位置することを特徴とする分岐装置。
【請求項６】
　前記長手方向に複数が並べられた可動桁の内の後端側に位置する可動桁の後端側端部が
固定される後端側台車装置を備えると共に、
　前記長手方向に複数が並べられた可動桁の内の始端側に位置する可動桁の始端側端部は
、相対向する固定桁に対して垂直軸まわりに回動可能に連結され、
　前記後端側台車装置は、敷設された一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪
と、それら複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を駆動する駆動装置とを備えることを特
徴とする請求項１から５のいずれかに記載の分岐装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分岐装置に関し、特に、製品コストを削減しつつ、接地面のレベル管理を容
易とすることができる分岐装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　線路や軌道を分岐させ、鉄道車両などの車両の進路を選択する分岐装置が特許文献１に
開示されている。この分岐装置によれば、桁長さ方向に隣り合い垂直軸Ｑで連結される可
動桁１ａ，１ｂを搭載する台車３と、軌道転換時に可動桁１ａ，１ｂを水平移動させる流
体圧シリンダ５及び引っ張り機構６とを備え、流体圧シリンダ５の伸縮駆動力および引っ
張り機構６のチェーン駆動力により、台車３に搭載された可動桁１ａ，１ｂを水平移動さ
せ、軌道を転換する。
【０００３】
　しかしながら、この分岐装置では、軌道を転換する際に可動桁１ａ，１ｂから伝達され
る桁長さ方向の荷重（水平荷重）が流体圧シリンダ５のピストンロッドに曲げ荷重として
作用するため、流体圧シリンダ５のシール部が損傷して、流体が漏れる等の故障が発生し
やすい。また、引っ張り機構６は、従駆動両スプロケット９、１０間に掛け渡されたチェ
ーン８の両端を可動桁１ａ，１ｂに取り付け、そのチェーン８を一対のモータ７の正逆回
転により駆動するという複雑な構造である。
【０００４】
　そこで、特許文献２には、台車３５にモータ３７を搭載し、そのモータ３７の回転駆動
力により車輪３６をレール３２Ａ，３２ＡＡ上で転動させることで、台車３５を自走させ
る技術が開示されている。これにより、台車３５を移動させるための構造を簡素化するこ
とができる。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第２９３９３７７号公報（図１～図４など）
【特許文献２】特公平０３－０１５４１６号公報（図１３など）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上述した特許文献２に開示される技術では、台車を自立させるために二
本のレールを敷設する必要があり、部品点数や敷設工数が嵩むため、その分、製品コスト
が嵩むという問題点があった。また、駆動輪とレールとの間に隙間が生じると、空転によ
り台車を自走させることができなくなるため、全車輪をレールに均等に接地させる必要が
あるところ、二本のレールに対して全車輪を接地させることは困難であり、その接地面の
レベル管理が煩雑であるという問題点があった。
【０００７】
　本発明は、上述した問題点を解決するためになされたものであり、製品コストを削減し
つつ、接地面のレベル管理を容易とすることができる分岐装置を提供することを目的とし
ている。
【課題を解決するための手段および発明の効果】
【０００８】
　請求項１又は５に記載の分岐装置によれば、長手方向に複数が並べられ車両の走行進路
を形成する可動桁と、それら複数の可動桁の相対向する端部を支持する台車装置とを備え
、台車装置が移動されると、その台車装置の移動に伴って可動桁が移動され、車両の走行
進路が切り替えられる。
【０００９】
　この場合、複数の可動桁における相対向する端部は、その一方が台車装置に固定される
と共に、他方が垂直軸まわりに回動可能に台車装置に連結されているので、台車装置を自
立させるために、二本のレールを敷設する必要がない。即ち、レールを一本のみ敷設し、
その一本のレールに沿って一列に配置された複数の車輪により台車装置を支持する構成（
一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪を台車装置が備える構成）とすること
ができる。
【００１０】
　その結果、二本のレールの敷設が必要となる分岐装置と比較して、部品点数や敷設工数
を低減することができるので、その分、製品コストの削減を図ることができるという効果
がある。また、一本のレールに対してのみ、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理を
行えば良いので、二本のレールに対して接地面のレベル管理を行う必要がある場合と比較
して、接地面のレベル管理を容易に行うことができるという効果がある。
　請求項１記載の分岐装置によれば、車輪保持部は、本体部の一側および他側に車輪が一
輪ずつ回転可能に軸支され、その本体部は、一側の車輪をレールに近接させる方向または
他側の車輪をレールに近接させる方向に揺動可能な状態で保持部により保持されているの
で、二輪の車輪をレールに確実に接地させることができる。よって、車輪とレールとの間
の接地面のレベル管理を容易とすることができるという効果がある。
　ここで、車輪の数を多くすることで、台車装置の支持を安定して行えると共に各車輪の
分担荷重を軽減することができる一方で、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理が困
難となる。この場合、本発明では、二輪一組の車輪を有する車輪保持部を複数備え、それ
ら各車輪保持部が揺動可能とされているので、車輪の数を多くした場合でも、接地面のレ
ベル管理を容易とすることができる。即ち、台車装置の支持の安定化や各車輪の分担荷重
の軽減と、接地面のレベル管理の容易化との両立を図ることができる。
【００１１】
　請求項２記載の分岐装置によれば、請求項１記載の分岐装置の奏する効果に加え、支承
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の配設数を低減して、その分、製品コスト及び維持管理コストの削減を図ることができる
という効果がある。即ち、台車装置と可動桁との間に支承を介在させ、台車装置に対して
可動桁を水平方向に移動可能に支持する構成において、本発明では、相対向する端部の一
方は台車装置に固定されているので、相対向する端部の他方と台車装置との間にのみ支承
を介在させれば良い。よって、相対向する端部の一方および他方の両者に支承を配設する
場合と比較して、支承の配設数を低減することができるので、その分、製品コスト及び維
持管理コストの削減を図ることができる。
【００１２】
　この場合、垂直軸方向視において、相対向する端部の一方側に曲率中心が位置する円弧
状にレールが形成されると共に、そのレールに沿って複数の車輪が一列に配置されている
ので、レールが直線状に形成される場合（即ち、台車装置の移動方向に対して可動桁が傾
斜して移動する場合）と比較して、支承上面での水平方向変位量を少なくすることができ
る。よって、その分、支承の寿命を向上させ、メンテナンス頻度の低減を図ることができ
るという効果がある。
【００１３】
　なお、上述した二本のレールを敷設する分岐装置では、それら二本のレールを本発明の
ように垂直軸方向視において円弧状に形成すると、内輪と外輪との移動距離が異なるため
、その差を吸収するために、内輪と外輪との外径を異ならせる、或いは、内輪と外輪とを
それぞれ別の駆動装置により異なる回転数で駆動制御する必要が生じる。これに対し、本
発明では、レールを一本とし、その一本のレールに沿って車輪を一列に配置することがで
きるので、各車輪に移動距離の差を発生させることなく、レールを円弧状に形成すること
ができる。
【００１４】
　即ち、このように一本のレールに沿って車輪を一列に配置する構成は、従来品では不可
能であり、本発明のように、複数の可動桁における相対向する端部の一方を台車装置に固
定し、かつ、他方を台車装置に回動可能に連結することで初めて可能となったものであり
、これにより、内外輪の外径を異ならせることや内外輪を別の駆動装置により異なる回転
数で駆動制御することを不要としつつ、支承のメンテナンス頻度の低減を図ることができ
る。
【００１５】
【００１６】
【００１７】
　請求項３記載の分岐装置によれば、請求項１又は２に記載の分岐装置の奏する効果に加
え、台車装置は、複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を備えて
いるので、かかる一の車輪の回転駆動を直接行うことができる。よって、駆動装置を外部
に設置する場合のように、その駆動装置の駆動力を台車装置へ伝達するための伝達機構を
設ける必要がないので、構造を簡素化でき、その分、部品点数の削減を図ることができる
という効果がある。
【００１８】
　請求項４記載の分岐装置によれば、請求項１記載の分岐装置の奏する効果に加え、複数
の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を備えると共に、その駆動装置
が複数の車輪保持部のそれぞれに配設され、各車輪保持部の車輪が各駆動装置により回転
駆動されるので、駆動輪を複数とすることができる。よって、一の駆動系統が故障した場
合でも、他の駆動系統により、台車装置の移動を確保することができるので、車両の走行
進路の切り替えを確実に行うことができるという効果がある。
【００１９】
　この場合、各駆動輪は、それぞれ車輪保持部に軸支されているので、かかる駆動輪をレ
ールに確実に接地させることができる。よって、駆動輪が複数設けられた場合であっても
、各駆動輪の回転駆動力をレールへ確実に伝達させることができるという効果がある。
【００２０】
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　請求項５記載の分岐装置によれば、複数の可動桁における相対向する端部の他方を台車
装置に回動可能に連結する部位（連結機構）における垂直軸の延長線上にレールが位置す
るので、そのレール上を車輪が転動することで、台車装置が移動し、その台車装置が可動
桁を連結機構を介して押す場合には、台車装置の移動方向視において、車輪から台車装置
に作用する力の作用点と、可動桁（連結機構）から台車装置に作用する力の作用点とを一
直線状に配置することができる。これにより、台車装置に回転力が作用することを抑制し
て、台車装置の安定した移動を確保することができるという効果がある。
【００２１】
　請求項６記載の分岐装置によれば、請求項１から５のいずれかに記載の分岐装置の奏す
る効果に加え、長手方向に複数が並べられた可動桁の内の後端側に位置する可動桁の後端
側端部が固定される後端側台車装置を備えると共に、長手方向に複数が並べられた可動桁
の内の始端側に位置する可動桁の始端側端部は、相対向する固定桁に対して垂直軸まわり
に回動可能に連結されているので、後端側台車装置および台車装置を移動させることで、
後端側に位置する可動桁が第１の走行進路に接続される第１の状態と、後端側に位置する
可動桁が第２の走行進路に接続される第２の状態とに、少なくとも車両の走行進路を切り
替えることができる。
【００２２】
　この場合、後端側に位置する可動桁は、後端側端部が台車装置に固定されると共に、後
端側端部と反対側の端部（即ち、相対向する端部の他方）が垂直軸まわりに回動可能に台
車装置に連結されているので、後端側台車装置を自立させるために、二本のレールを敷設
する必要がない。即ち、レールを一本のみ敷設し、その一本のレールに沿って一列に配置
された複数の車輪により台車装置を支持する構成（一本のレールに沿って一列に配置され
る複数の車輪を台車装置が備える構成）とすることができる。
【００２３】
　その結果、二本のレールの敷設が必要となる分岐装置と比較して、部品点数や敷設工数
を低減することができるので、その分、製品コストの削減を図ることができるという効果
がある。また、一本のレールに対してのみ、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理を
行えば良いので、二本のレールに対して接地面のレベル管理を行う必要がある場合と比較
して、接地面のレベル管理を容易に行うことができるという効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】（ａ）は本発明の一実施の形態における分岐装置の上面図であり、（ｂ）は分岐
装置の側面図である。
【図２】分岐装置の上面図である。
【図３】分岐装置の部分拡大上面図である。
【図４】分岐装置の部分拡大側面図である。
【図５】分岐装置の部分拡大側面図である。
【図６】図５のＶＩ－ＶＩ線における分岐装置の断面図である。
【図７】図６のＶＩＩ－ＶＩＩ線における連結機構の断面図である。
【図８】図５のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ線における支承機構の断面図である。
【図９】弾性支承として構成される支承機構の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の好ましい実施の形態について添付図面を参照して説明する。まず、図１
及び図２を参照して、分岐装置１００の全体構成について説明する。図１（ａ）及び図１
（ｂ）は本発明の一実施の形態における分岐装置１００の上面図および側面図であり、可
動桁１０ａ～１０ｆの基準位置への配置により基準進路が形成された状態が図示されてい
る。図２は、分岐装置１００の上面図であり、可動桁１０ａ～１０ｆの分岐位置への配置
により分岐進路が形成された状態が図示されている。
【００２６】
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　図１及び図２に示すように、分岐装置１００は、長手方向に複数が並べられ車両（図示
せず）の走行進路を形成する可動桁１０ａ～１０ｆと、それら複数の可動桁１０ａ～１０
ｆの相対向する端部を支持する台車装置２０ａ～２０ｅ及び可動桁１０ｆの後端側端部（
図１及び図２右側端部）を支持する後端側台車装置２０ｆと、それら台車装置２０ａ～２
０ｅ及び後端側台車装置２０ｆが移動するための軌道が形成される架台３０ａ～３０ｆと
、を備え、台車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装置２０ｆが移動することで、車両の
走行進路を基準進路と分岐進路とに切り替える。
【００２７】
　即ち、分岐装置１００の始端側（図１及び図２左側）には、基準進路および分岐進路を
形成する共通固定桁Ａが可動桁１０ａの始端側端部（図１及び図２左側端部）に相対向し
て配設されると共に、分岐装置１００の後端側（図１及び図２右側）には、基準進路を形
成する基準固定桁Ｂ１と分岐進路を形成する分岐固定桁Ｂ２とが、可動桁１０ｆの後端側
端部（図１及び図２右側端部）に相対向可能な位置に、所定間隔を隔てつつ並設されてい
る。
【００２８】
　そして、台車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装置２０ｆが架台３０ａ～３０ｆ上を
移動し、可動桁１０ａ～１０ｆが図１に示す基準位置に移動されると、これら可動桁１０
ａ～１０ｆが共通固定桁Ａ及び基準固定桁Ｂ１に接続され、車両の走行進路が基準進路に
切り替えられる一方、可動桁１０ａ～１０ｆが図２に示す分岐位置に移動されると、これ
ら可動桁１０ａ～１０ｆが共通固定桁Ａ及び分岐固定桁Ｂ２に接続され、車両の走行進路
が分岐進路に切り替えられる。
【００２９】
　次いで、図３を参照して、架台３０ａ～３０ｆについて説明する。図３は、分岐装置１
００の部分拡大上面図であり、可動桁１０ｄ，１０ｅの相対向する端部の図示が部分的に
省略されている。なお、図３は、図１（ａ）の状態（即ち、可動桁１０ａ～１０ｆの基準
位置への配置により基準進路が形成された状態）に対応する。
【００３０】
　図３に示すように、分岐装置１００の下面側であって、可動桁１０ｄ，１０ｅの相対向
する端部の下面側には、台車装置２０ｄ（図１参照）が移動するための軌道を形成するた
めの架台３０ｄが配設されている。架台３０ｄには、台車レール３１ｄと、ガイドレール
３２ｄとが一本ずつ敷設されている。
【００３１】
　台車レール３１ｄは、台車装置２０ｄの車輪２２１（図５及び図６参照）が転動するレ
ールであり、上面視において、共通固定桁Ａ側に曲率中心が位置し、基準固定桁Ｂ１及び
分岐固定桁Ｂ２側に凸となる円弧状に湾曲して形成されている。この台車レール３１ｄに
より、可動桁１０ｄ，１０ｅ及び台車装置２０ｄの重量（垂直荷重）が支えられる。
【００３２】
　ガイドレール３２ｄは、可動桁１０ｄの長手方向（桁長さ方向、図３左右方向）への移
動を規制するためのレールであり、台車装置２０ｄに配設された一対のガイドローラ２３
１（図５及び図６参照）の外周面の間に狭持されている。このガイドレール３２ｄは、上
面視において、台車レール３１ｄに同心の円弧状に湾曲して形成されている。このガイド
レール３２ｄにより、可動桁１０ｄがその長手方向へ移動しようとする際の水平方向の荷
重（水平荷重）が支えられると共に、台車装置２０ｄの進行方向のガイド（案内）が行わ
れる。
【００３３】
　なお、分岐装置１００の下面側には、架台３０ｄの他にも、可動桁１０ａ～１０ｆの相
対向する端部のそれぞれに、架台３０ａ～３０ｃ，３０ｅが配設されると共に、可動桁１
０ｆの後端側端部の下面側には、架台３０ｆが配設されている（図１参照）。これら架台
３０ａ～３０ｃ，３０ｅ，３０ｆには、台車装置２０ａ～２０ｃ，２０ｅ及び後端側台車
装置２０ｆ（図１参照）が移動するための軌道、即ち、台車レール３１ａ～３１ｃ，３１
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ｅ，３１ｆ及びガイドレール３２ａ～３２ｃ，３２ｅ，３２ｆがそれぞれ一本ずつ敷設さ
れている。
【００３４】
　分岐装置１００は、その始端側に位置する可動桁１０ａの始端側端部を固定支点とし、
後端側に位置する可動桁１０ｆの後端側端部の移動が最大となる状態で移動されるので、
台車レール３１ａ～３１ｆ及びガイドレール３２ａ～３２ｆのレール長さは、基準固定桁
Ｂ１及び分岐固定桁Ｂ２側に近いものほど長くされている。
【００３５】
　なお、架台３０ａ～３０ｆは、軌道の長さ（台車レール３１ａ～３１ｆ及びガイドレー
ル３２ａ～３２ｆのレール長さ）が異なるのみで、他の構成はいずれも同じであるので、
架台３０ｄを除く他の架台３０ａ～３０ｃ，３０ｅ，３０ｆについての説明は省略する。
【００３６】
　次いで、図４を参照して、台車装置２０ａ～２０ｅによる可動桁１０ａ～１０ｆの支持
構造について説明する。図４は、分岐装置１００の部分拡大側面図であり、図１（ｂ）の
状態（即ち、可動桁１０ａ～１０ｆの基準位置への配置により基準進路が形成された状態
）に対応する。なお、可動桁１０ａ～１０ｆ及び台車装置２０ａ～２０ｅは共にいずれも
同じ構成であり、可動桁１０ａ～１０ｆの台車装置２０ａ～２０ｅによる各支持構造もそ
れぞれ同じ構造であるので、ここでは、台車装置２０ｃ，２０ｄによる可動桁１０ｃ～１
０ｅの支持構造について説明し、他の支持構造についてはその説明を省略する。
【００３７】
　図４に示すように、可動桁１０ｃ～１０ｅは、それらの相対向する端部の一方（共通固
定桁Ａ側（図１参照）、図４左側）の端部が台車装置２０ｃ，２０ｄに固定されると共に
、相対向する端部の他方（基準固定桁Ｂ１及び分岐固定桁Ｂ２側（図１参照）、図４右側
）が、台車装置２０ｃ，２０ｄに垂直軸Ｌ（図７参照）まわりに回動可能に連結されてい
る。
【００３８】
　即ち、可動桁１０ｄは、分岐装置１００の後端側（図４右側）の端部（即ち、走行進路
の切り替え時の移動量が大きな側）が台車装置２０ｄに固定される一方、分岐装置１００
の始端側（図４左側）の端部（即ち、走行進路の切り替え時の移動量が小さい側）が台車
装置２０ｃに垂直軸Ｌまわりに回動可能に連結されている。なお、この連結構造の詳細構
成については後述する。
【００３９】
　次いで、図５から図８を参照して、台車装置２０ａ～２０ｅの詳細構成について説明す
る。図５は、図４に示す分岐装置１００の部分拡大側面図であり、図６は、図５のＶＩ－
ＶＩ線における分岐装置１００の断面図である。なお、上述したように、台車装置２０ａ
～２０ｅはいずれも同じ構成であるので、ここでは、台車装置２０ｄについて説明し、他
の台車装置２０ａ～２０ｃ，２０ｅについてはその説明を省略する。
【００４０】
　図５及び図６に示すように、台車装置２０ｄは、台部２１０と、その台部２１０の下面
側に配設される一対の車輪保持部２２０と、それら一対の車輪保持部２２０に並設されつ
つ台部２１０の下面側に配設されるガイド部２３０とを備えている。
【００４１】
　台部２１０は、台車装置２０ｄの骨格をなす部材であり、鉄鋼材料から平板状に形成さ
れている。車輪保持部２２０は、台車装置２０ｄを移動させる駆動部として機能すると共
に、可動桁１０ｄ，１０ｅの重量（垂直荷重）を支える支持部として機能する部位であり
、複数（本実施の形態では２個）が、台部２１０の下面側であって、可動桁１０ｄの桁幅
方向（図６左右方向）一側および他側の端部に配設されている。
【００４２】
　車輪保持部２２０は、直列に配置される二輪の車輪２２１と、それら両車輪２２１を回
転可能に軸支する保持部本体２２２と、その保持部本体２２２を揺動可能な状態で台部２
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１０に保持する保持部２２３と、二輪の車輪２２１の内の一方の車輪２２１に回転駆動力
を付与する駆動装置２２４とを備えている。
【００４３】
　二輪の車輪２２１は、同径に形成されると共に、保持部本体２２２の一側（図６右側）
と他側（図６左側）とにそれぞれ軸支され、転動方向（図６左右方向）に所定間隔を隔て
て配置されている。なお、二輪の車輪２２１は、台車レール３１ｄに沿って一列に配置さ
れている。即ち、各車輪２２１の回転軸は、円弧状に湾曲した台車レール３１ｄ（図３参
照）の法線方向に平行とされており、台車レール３１ｄ上を転動可能とされている。
【００４４】
　また、車輪２２１の両側にフランジは形成されていない。よって、車輪２２１は、台車
レール３１ｄのレール幅方向に移動可能とされている。
【００４５】
　保持部本体２２２は、二輪の車輪２２１を軸支する両位置の中間点が、保持部２２３に
より揺動可能に軸支されており、これにより、一側の車輪２２１を台車レール３１ｄに近
接させる方向（図６時計まわり）及び他側の車輪２２１を台車レール３１ｄに近接させる
方向（図６反時計まわり）に揺動可能とされている。
【００４６】
　その結果、二輪の車輪２２１をそれぞれ台車レール３１ｄに確実に接地させることがで
きるので、車輪２２１と台車レール３１ｄとの間の接地面のレベル管理を容易とすること
ができる。
【００４７】
　ここで、車輪２２１の数を多くする（例えば、保持部本体２２２に三輪以上を軸支した
場合や台部２１０に三輪以上を直接軸支した場合など）と、台車装置２０ｄの支持を安定
して行えると共に各車輪２２１の分担荷重を軽減することができる一方で、車輪２２１と
台車レール３１ｄとの間の接地面のレベル管理が困難となる。この場合、本実施の形態で
は、二輪一組の車輪２２１を有する車輪保持部２２０を２個備え、それら各車輪保持部２
２０が共に揺動可能とされているので、車輪２２１の数を多くした場合でも、接地面のレ
ベル管理を容易とすることができる。即ち、台車装置２０ｄの支持の安定化や各車輪２２
１の分担荷重の軽減と、接地面のレベル管理の容易化との両立を図ることができる。
【００４８】
　駆動装置２２４は、電動モータや油圧モータなどの回転駆動アクチュエータであり、連
結アーム２２５を介して、保持部本体２２２に連結固定されている。この駆動装置２２４
は、複数（本実施の形態では２個）の車輪保持部２２０のそれぞれに配設されているので
、駆動輪を複数（本実施の形態では合計二輪）とすることができる。よって、一方の駆動
系統が故障した場合でも、他方の駆動系統により、台車装置２０ｄの移動を確保すること
ができるので、分岐装置１００による車両の走行進路の切り替えを確実に行うことができ
る。
【００４９】
　この場合、各駆動輪は、それぞれ別の車輪保持部２２０に軸支されているので、車輪２
２１と台車レール３１ｄとの間の接地面のレベル精度が悪い場合であっても、駆動輪をそ
れぞれ台車レール３１ｄに確実に接地させることができる。よって、駆動輪が複数設けら
れた場合に、各駆動輪の回転駆動力を台車レール３１ｄへ確実に伝達させることができる
ので、その伝達効率の向上を図ることができる。
【００５０】
　なお、駆動装置２２４は、可動桁１０ｄの桁幅方向（図６左右方向）外側に位置する車
輪２２１に同軸に配設されており、かかる外側に位置する車輪２２１を駆動輪として回転
駆動力を付与する。
【００５１】
　かかる駆動輪は、台部２１０の側面（図６左右側面）よりも外側に配置されているので
、駆動装置２２４も台部２１０の側面よりも外側に配置することができるので、作業スペ
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ースを確保して、駆動装置２２４のメンテナンス作業性の向上を図ることができる。また
、このように、一対の車輪保持部２２０の外側に位置する車輪２２１をそれぞれ駆動輪と
することで、台車装置２０ｄをいずれの方向へ移動させる場合であっても、一方の駆動輪
を、保持部２２３を介して、台部２１０を押す車輪とし、他方の駆動輪を、保持部２２３
を介して、台部２１０を引っ張る車輪とすることができるので、全体として駆動力を安定
して発揮させることができる。
【００５２】
　ガイド部２３０は、台車装置２０ｄの移動方向を案内する案内部として機能すると共に
、可動桁１０ｄを走行する車両の制動などによって、可動桁１０ｄにその長手方向（図５
左右方向）への荷重が作用した場合に、その荷重（水平荷重）を支える支持部として機能
する部位であり、台部２１０の下面側であって、車輪保持部２２０よりも分岐装置１００
の始端側（図５左側）となる位置において、可動桁１０ｄの桁幅方向（図６左右方向）中
央に配設されている。
【００５３】
　ガイド部２３０は、ガイドレール３２ｄを両側から挟む二輪一組のガイドローラ２３１
と、それら各ガイドローラ２３１を回転可能に軸支するガイド本体部２３２と、そのガイ
ド本体部２３２を回動可能な状態で台部２１０に軸支する支持軸２３３とを備えている。
【００５４】
　ガイドローラ２３１は、複数（本実施の形態では合計四輪）がそれぞれ同径に形成され
、二輪一組が複数組（本実施の形態では２組）配設されている。
【００５５】
　即ち、ガイドローラ２３１は、各組が、図５に示すように、ガイドレール３２ｄの両側
面（図５右側面および左側面）に二輪の外周面を当接させつつ（又は、ガイドレール３２
ｄの両側面と二輪の外周面との間に所定の隙間を設けつつ）、両組が、図６に示すように
、支持軸２３３から等距離となる位置に間隔を隔てて配設されている。
【００５６】
　各ガイドローラ２３１の回転軸および支持軸２３３の回転軸は、台車装置２０ｄの移動
平面に対して垂直方向（図５及び図６上下方向）を向いており、台車装置２０ｄが移動す
る場合には、ガイドレール３２ｄの側面上を両ガイドローラ２３１が転動されると共に、
その転動により台車装置２０ｄがガイドレール３２ｄに沿って案内される。
【００５７】
　なお、ガイドローラ２３１の外周面は、軸方向（図５及び図６上下方向）に沿って同径
の平坦面として形成されると共に、ガイドレール３２ｄの両側面（ガイドローラ２３１の
転動面）は、ガイドローラ２３１の軸方向と平行な平坦面として形成されている。よって
、ガイドローラ２３１は、ガイドレール３２ｄのレール高さ方向（図５及び図６上下方向
）に移動可能とされている。
【００５８】
　次いで、台車装置２０ｄと可動桁１０ｄ，１０ｅとの連結構造について説明する。台車
装置２０ｄには、可動桁１０ｄの後端側（図５右側）が連結固定部１０ｄ１を介して固定
される一方、可動桁１０ｅの始端側（図５左側）が連結機構５０及び支承機構６０を介し
て回動可能に連結されている。これにより、隣り合う可動桁１０ｄ，１０ｅ同士が、相対
回動可能かつ長手方向（図５左右方向）に相対移動可能に連結される。
【００５９】
　図５及び図６に示すように、連結機構５０は、台車装置２０ｄに可動桁１０ｅを垂直軸
Ｌ（図７参照）まわりに回動可能に連結する部位であり、台車装置２０ｄの上面側に固着
され可動桁１０ｅへ向けて垂設される連結軸部５１と、可動桁１０ｅの下面側に固着され
連結軸部５１が回動可能かつ直進移動可能に貫装される軸保持部５２とを備える。
【００６０】
　なお、連結固定部１０ｄ１は、図６に示すように、桁幅方向両側に一対が所定間隔を隔
てつつ対向して配設されており、これら一対の連結固定部１０ｄ１により、可動桁１０ｄ
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が台車装置２０ｄに固定されると共に、図５に示すように、一対の連結固定部１０ｄ１の
対向面間に、連結機構５０の半分（図５左側部分）が入り込んでいる。また、各可動桁１
０ａ～１０ｃ，１０ｅ，１０ｆにおける連結固定部は、可動桁１０ｄにおける連結固定部
１０ｄ１と同様の構成であるので、その説明は省略する。
【００６１】
　ここで、図７を参照して、連結機構５０の詳細構成について説明する。図７は、図６の
ＶＩＩ－ＶＩＩ線における連結機構５０の断面図である。連結軸部５１は、台車装置２０
ｄの移動平面に対して垂直な垂直軸Ｌを有する断面円形の円柱状体として形成されている
。軸保持部５２は、可動桁１０ｅの長手方向（図７上下方向）に延設されるスライド溝５
２ａを備えており、このスライド溝５２ａに連結軸部５１が貫装されている。なお、連結
軸部５１と軸保持部５２との間には、一対のスライドプレート５３が介設されている。
【００６２】
　一対のスライドプレート５３は、その対向面が互いに平行に形成されると共に対向面間
隔が連結軸部５１の外径とほぼ等しい寸法に設定されており、連結軸部５１を、回動可能
かつ可動桁１０ｅの長手方向（図７上下方向）のみへ直進移動可能に保持する。これによ
り、可動桁１０ｅが台車装置２０ｄに対して、垂直軸Ｌまわりに相対的に回動可能かつ可
動桁１０ｅの長手方向に沿って相対的に前進後退（図７矢印Ｆ，Ｂ方向へ移動）可能に、
連結される。
【００６３】
　図５及び図６に戻って説明する。このように構成された連結機構５０を介して、可動桁
１０ｅが台車装置２０ｄに連結されているので、台車装置２０ｄを桁幅方向（図６左右方
向）へ移動させる場合には、かかる台車装置２０ｄの移動を、連結軸部５１を介して軸保
持部５２に伝達することができ、その結果、連結機構５０を関節として、可動桁１０ｅと
可動桁１０ｄとを相対的に角折れ変位（傾斜）させつつ、可動桁１０ｅを桁幅方向へ移動
させることができる。
【００６４】
　また、外気温度の影響により、可動桁１０ｅの長手方向（図５左右方向）長さが収縮ま
たは伸張する場合でも、連結軸部５１が軸保持部５２に対してスライド溝５２ａに沿って
相対移動することで、可動桁１０ｅの長手方向長さの収縮または伸長を吸収することがで
きる。これにより、連結機構５０や台車装置２０ｄのガイド部２３０に過大な水平荷重が
作用することを抑制して、その耐久性の向上を図ることができる。また、分岐装置１００
全体として、複数の可動桁１０ａ～１０ｆの収縮または伸張が累積せず、一桁分の収縮ま
たは伸張のみが発生する構成とすることができるので、その分、可動桁１０ｆ（最後端可
動桁）と基準固定桁Ｂ１及び分岐固定桁Ｂ２（後端側固定桁）との間における遊間を小さ
く設定することができる。その結果、車両が走行する際の段差を小さくすることができる
ので、段差通過時の車両の衝撃を抑制して、車両のスムーズな走行を達成することができ
る。
【００６５】
　ここで、図５に示すように、連結機構５０の連結軸部５１は、その垂直軸Ｌの延長線上
に台車レール３１ｄが位置する位置に配設されている。これにより、台車レール３１上を
車輪２２１が転動することで、台車装置２０ｄが移動して、その台車装置２０ｄが可動桁
１０ｅを連結機構５０を介して押す場合には、台車装置２０ｄの移動方向視（図５紙面垂
直方向視）において、車輪２２１から台車装置２０ｄの台部２１０に作用する力の作用点
と、連結機構５０の連結軸５１から台車装置２０ｄの台部２１０に作用する力の作用点と
を一直線状に配置する（即ち、両作用点の図５における左右方向位置を一致させる）こと
ができる。これにより、台車装置２０ｄの台部２１０に回転力が作用することを抑制して
、台車装置２０ｄの安定した移動を確保することができる。
【００６６】
　支承機構６０は、台車装置２０ｄに対して可動桁１０ｅを水平方向に移動可能に支持す
る部位であり、可動桁１０ｅの桁幅方向（図６左右方向）両側であって、連結機構５０よ
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りも分岐装置１００の後端側（図５右側）となる位置において、台車装置２０ｄの上面側
と可動桁１０ｅの下面側との対向面間に介設されている。ここで、図８を参照して、支承
機構６０の構成について説明する。
【００６７】
　図８は、図５のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ線における支承機構６０の断面図である。支承機構
６０は、可動桁１０ｅの下面に固定される金属板部６１と、台車装置２０ｄの上面に固定
される基部６２と、その基部６２の上面に固定される弾性部６３と、その弾性部６３の上
面に固定されると共に金属板部６１に当接されるスライド部６４とを備える。
【００６８】
　このように構成された支承機構６０を介して、可動桁１０ｅを台車装置２０ｄに支持す
ることで、台車装置２０ｄを台車レール３１ｄ及びガイドレール３２ｄに沿って桁幅方向
（図６左右方向）へ移動させる場合には、金属板部６１の下面がスライド部６４の上面を
摺接するので、可動桁１０ｅを台車装置２０ｄに対して水平方向へ滑らかに移動させるこ
とができる。
【００６９】
　ここで、弾性部６３は、図８に示すように、ゴム状弾性体から構成されるゴム基体６３
ａと、そのゴム基体６３ａに埋設されると共に所定間隔を隔てつつ積層される金属性の積
層板６３ｂとを備える。これにより、ゴム基体６３ａの弾性変形により、可動桁１０ｅの
桁たわみ（曲げ変形）を吸収可能としつつ、複数の積層板６３ｂにより弾性部６３の剛性
を確保して、可動桁１０ｅからの垂直荷重を支持すると共に、台車装置２０ｄに対する可
動桁１０ｅの水平方向への移動を安定して行わせることができる。
【００７０】
　なお、分岐装置１００の始端側に位置する可動桁１０ａの始端側端部は、上述した連結
機構５０及び支承機構６０を介して、共通固定桁Ａを支持する基礎部Ｍに垂直軸Ｌまわり
に回動可能に連結されている（図１（ｂ）参照）。即ち、基礎部Ｍの上面に連結軸部５１
が固定されると共に、その連結軸部５１が貫装される軸保持部５２が可動桁１０ａの下面
側に固定されている（図示せず）。
【００７１】
　また、分岐装置１００の後端側に位置する可動桁１０ｆの後端側端部は、後端側台車装
置２０ｆに支持されている（図１（ｂ）参照）。後端側台車装置２０ｆは、上述した台車
装置２０ａ～２０ｅに対して、台部が台部２１０よりも小さく形成されると共に、連結機
構５０及び支承機構６０が省略されている点が異なるのみで、他の構成は同様であるので
、その説明は省略する。
【００７２】
　以上のように、本実施の形態における分岐装置１００によれば、複数の可動桁１０ａ～
１０ｆにおける相対向する端部は、その一方が台車装置２０ａ～２０ｅ又は後端側台車装
置２０ｆに固定されると共に、他方が垂直軸Ｌまわりに回動可能に台車装置２０ａ～２０
ｅ又は基礎部Ｍに連結されているので、台車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装置２０
ｆを自立させるために、二本の台車レールを架台３０ａ～３０ｆにそれぞれ敷設する必要
がない。
【００７３】
　即ち、架台３０ａ～３０ｆに台車レール３１ａ～３１ｆをそれぞれ一本のみ敷設し、そ
の一本の台車レール３１ａ～３１ｆに沿って一列に配置された複数の車輪２２１により台
車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装置２０ｆを支持する構成（即ち、一本の台車レー
ル３１ａ～３１ｆに沿って一列に配置される複数の車輪２２１を台車装置２０ａ～２０ｅ
及び後端側台車装置２０ｆが備える構成）とすることができる。
【００７４】
　その結果、二本の台車レールを架台３０ａ～３０ｆにそれぞれ敷設する必要がある分岐
装置と比較して、部品点数や敷設工数を低減することができるので、その分、分岐装置１
００全体としての製品コストの削減を図ることができる。また、一本の台車レール３１ａ
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～３１ｆに対してのみ、車輪２２１と台車レール３１ａ～３１ｆとの間の接地面のレベル
管理を行えば良いので、二本の台車レールに対して接地面のレベル管理を行う必要がある
場合と比較して、接地面のレベル管理を容易に行うことができる。
【００７５】
　また、上述のように、基礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～２０ｅと可動桁１０ａ～１０ｆと
の間に支承機構６０を介在させ、基礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～２０ｅに対して可動桁１
０ａ～１０ｆを水平方向に移動可能に支持する構成において、本実施の形態における分岐
装置１００によれば、相対向する端部の一方は台車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装
置２０ｆに固定されているので、相対向する端部の他方と基礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～
２０ｅとの間にのみ支承機構６０を介在させれば良い。よって、相対向する端部の一方お
よび他方の両者に支承機構６０を配設する場合と比較して、支承機構６０の配設数を低減
する（半分とする）ことができるので、その分、分岐装置１００全体としての製品コスト
及び維持管理コストの削減を図ることができる。
【００７６】
　この場合、台車レール３１ａ～３１ｆ（即ち、ガイドレール３２ａ～３２ｆ）は、垂直
軸Ｌ方向視において、相対向する端部の一方側に曲率中心が位置する円弧状に形成されて
いるので、台車レール３１ａ～３１ｆが直線状に形成される場合（即ち、台車装置２０ａ
～２０ｅの移動方向に対して可動桁１０ｂ～１０ｆが傾斜して移動する場合）と比較して
、支承機構６０の支承上面での水平方向変位量を少なくすることができる。よって、その
分、支承機構６０の寿命を向上させて、メンテナンス頻度の低減を図ることができる。
【００７７】
　なお、上述した二本の台車レールを敷設する分岐装置では、それら二本の台車レールを
本実施の形態における分岐装置１００のように垂直軸Ｌ方向視において円弧状に形成する
と、内輪と外輪との移動距離が異なるため、その差を吸収するために、内輪と外輪との外
径を異ならせる、或いは、内輪と外輪とをそれぞれ別の駆動装置により異なる回転数で駆
動制御する必要が生じる。これに対し、本実施の形態における分岐装置１００によれば、
台車レール３１ａ～３１ｆを一本とし、その一本の台車レール３１ａ～３１ｆに沿って車
輪２２１を一列に配置することができるので、各車輪２２１に移動距離の差を発生させる
ことなく、台車レール３１ａ～３１ｆを円弧状に形成することができる。
【００７８】
　以上、実施の形態に基づき本発明を説明したが、本発明は上記実施の形態に何ら限定さ
れるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で種々の改良変形が可能であること
は容易に推察できるものである。
【００７９】
　上記各実施の形態で挙げた数値は一例であり、他の数値を採用することは当然可能であ
る。例えば、上記実施の形態では、分岐装置１００が６個の可動桁１０ａ～１０ｆを備え
る場合を説明したが、かかる可動桁の個数は、５個以下であっても良く、７個以上であっ
ても良い。同様に、車輪２２１やガイドローラ２３１についても任意の個数を設定するこ
とができる。
【００８０】
　上記実施の形態では、台車レール３１ａ～３１ｆ及びガイドレール３２ａ～３２ｆを上
面視において円弧状に形成する場合を説明したが、必ずしもこれに限られるものではなく
、これら台車レール３１ａ～３１ｆ及びガイドレール３２ａ～３２ｆを直線状に形成する
ことは当然可能である。
【００８１】
　上記実施の形態では、台車装置２０ａ～２０ｅ及び後端側台車装置２０ｆがガイド部２
３０を備える場合を説明したが、必ずしもこれに限られるものではなく、かかるガイド部
２３０を省略して構成することは当然可能である。この場合には、車輪保持部２２０の車
輪２２１の少なくとも一輪または全輪に一対のフランジを設け、かかる一対のフランジの
対向間に台車レール３１ａ～３１ｆが係合されるように構成しても良い。



(13) JP 5244893 B2 2013.7.24

10

20

30

40

50

【００８２】
　上記実施の形態では、連結軸部５１を基礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～２０ｅに固定する
と共に軸保持部５２を可動桁１０ａ～１０ｆに固定して連結機構５０を構成する場合を説
明したが、必ずしもこれに限られるものではなく、上下を反転して構成することは当然可
能である。即ち、連結軸部５１を可動桁１０ａ～１０ｆの下面に固定すると共にその連結
軸部５１が貫装されるように軸保持部５２を基礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～２０ｅの上面
に固定して連結機構５０を構成しても良い。
【００８３】
　上記実施の形態では、支承機構６０において、弾性部６３が弾性変形可能に構成される
、即ち、ゴム基体６３ａを備えて構成される場合を説明したが、必ずしもこれに限られる
ものではなく、ゴム基体６３ａを省略して支承機構６０を構成しても良い。即ち、弾性部
６３に相当する部材全体を金属材料から構成し、この金属材料から構成される部材にスラ
イド部６４を固定しても良い。
【００８４】
　また、支承機構６０において、必ずしも滑り機構を備える必要はなく、弾性変形にて基
礎部Ｍ及び台車装置２０ａ～２０ｅに対する水平方向への可動桁１０ａ～１０ｆの移動に
対応させても良い。即ち、支承機構を弾性支承にて構成しても良い。ここで、この弾性支
承の一例について図９を参照して説明する。なお、上記実施の形態と同一の部分には同一
の符号を付して、その説明を省略する。図９は、弾性支承として構成される支承機構１０
６０の断面図である。
【００８５】
　図９に示すように、支承機構１０６０は、可動桁１０ｅの下面および基部６２の上面に
それぞれ固定される一対の連結板部１０６４と、それら一対の連結板部１０６４の間に固
定される弾性部１０６３とを備え、弾性部１０６３の弾性変形によって、可動桁１０ｅを
台車装置２０ｄに対して水平方向に移動可能に支持する。
【００８６】
　なお、弾性部１０６３は、ゴム状弾性体から円板状に形成される複数枚のゴム基体１０
６３ａと、金属材料から円板状に形成される複数枚の積層板１０６３ｂとを備え、これら
ゴム基体１０６３ａと積層板１０６３ｂとが交互に積層されている。
【００８７】
　上記実施の形態では、ガイドレール３２ｄの一方側および他方側にそれぞれ一輪ずつガ
イドローラ２３１を配設し、これら二輪のガイドローラ２３１でガイドレール３２ｄを両
側から挟む場合を説明したが、必ずしもこれに限られるものではなく、合計三輪以上のガ
イドローラ２３１でガイドレール３２ｄを両側から挟む構成とすることは当然可能である
。例えば、ガイドレール３２ｄの一方側に一輪のガイドローラ２３１を、ガイドレール３
２ｄの他方側に二輪のガイドローラ２３１を、それぞれ配設し、これら合計三輪のガイド
ローラ２３１でガイドレール３２ｄを両側から挟む構成としても良い。
＜その他＞
＜手段＞
　技術的思想１の分岐装置は、長手方向に複数が並べられ車両の走行進路を形成する可動
桁と、それら複数の可動桁の相対向する端部を支持する台車装置と、を備え、前記台車装
置が移動することで、前記車両の走行進路が切り替えられるものであって、前記複数の可
動桁は、前記相対向する端部の一方が前記台車装置に固定されると共に、前記相対向する
端部の他方が垂直軸まわりに回動可能に前記台車装置に連結され、前記台車装置は、敷設
された一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪を備えている。
　技術思想２の分岐装置は、技術思想１記載の分岐装置において、前記台車装置と前記相
対向する端部の他方との間に介在され、前記台車装置に対して前記相対向する端部の他方
を水平方向に移動可能に支持する支承を備え、前記垂直軸方向視において、前記相対向す
る端部の一方側に曲率中心が位置する円弧状に前記レールが形成されると共に前記円弧状
のレールに沿って前記複数の車輪が一列に配置されている。
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　技術思想３の分岐装置は、技術思想１又は２に記載の分岐装置において、前記台車装置
は、前記車輪が一側および他側に一輪ずつ回転可能に軸支される本体部と、その本体部の
一側の車輪を前記レールに近接させる方向および前記他側の車輪を前記レールに近接させ
る方向に揺動可能な状態で前記本体部を保持する保持部とを有する車輪保持部を複数備え
ている。
　技術思想４の分岐装置は、技術思想１から３のいずれかに記載の分岐装置において、前
記台車装置は、前記複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を備え
ている。
　技術思想５の分岐装置は、技術思想３記載の分岐装置において、前記台車装置は、前記
複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を複数備えると共に、前記
複数の車輪保持部のそれぞれに前記駆動装置が配設され、各車輪保持部の車輪が各駆動装
置により回転駆動される。
　技術思想６の分岐装置は、技術思想１から５のいずれかに記載の分岐装置において、前
記垂直軸の延長線上に前記レールが位置する。
　技術思想７の分岐装置は、技術思想１から６のいずれかに記載の分岐装置において、前
記長手方向に複数が並べられた可動桁の内の後端側に位置する可動桁の後端側端部が固定
される後端側台車装置を備えると共に、前記長手方向に複数が並べられた可動桁の内の始
端側に位置する可動桁の始端側端部は、相対向する固定桁に対して垂直軸まわりに回動可
能に連結され、前記後端側台車装置は、敷設された一本のレールに沿って一列に配置され
る複数の車輪と、それら複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を駆動する駆動装置とを備
える。
＜効果＞
　技術的思想１記載の分岐装置によれば、長手方向に複数が並べられ車両の走行進路を形
成する可動桁と、それら複数の可動桁の相対向する端部を支持する台車装置とを備え、台
車装置が移動されると、その台車装置の移動に伴って可動桁が移動され、車両の走行進路
が切り替えられる。
　この場合、複数の可動桁における相対向する端部は、その一方が台車装置に固定される
と共に、他方が垂直軸まわりに回動可能に台車装置に連結されているので、台車装置を自
立させるために、二本のレールを敷設する必要がない。即ち、レールを一本のみ敷設し、
その一本のレールに沿って一列に配置された複数の車輪により台車装置を支持する構成（
一本のレールに沿って一列に配置される複数の車輪を台車装置が備える構成）とすること
ができる。
　その結果、二本のレールの敷設が必要となる分岐装置と比較して、部品点数や敷設工数
を低減することができるので、その分、製品コストの削減を図ることができるという効果
がある。また、一本のレールに対してのみ、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理を
行えば良いので、二本のレールに対して接地面のレベル管理を行う必要がある場合と比較
して、接地面のレベル管理を容易に行うことができるという効果がある。
　技術的思想２記載の分岐装置によれば、技術的思想１記載の分岐装置の奏する効果に加
え、支承の配設数を低減して、その分、製品コスト及び維持管理コストの削減を図ること
ができるという効果がある。即ち、台車装置と可動桁との間に支承を介在させ、台車装置
に対して可動桁を水平方向に移動可能に支持する構成において、本発明では、相対向する
端部の一方は台車装置に固定されているので、相対向する端部の他方と台車装置との間に
のみ支承を介在させれば良い。よって、相対向する端部の一方および他方の両者に支承を
配設する場合と比較して、支承の配設数を低減することができるので、その分、製品コス
ト及び維持管理コストの削減を図ることができる。
　この場合、垂直軸方向視において、相対向する端部の一方側に曲率中心が位置する円弧
状にレールが形成されると共に、そのレールに沿って複数の車輪が一列に配置されている
ので、レールが直線状に形成される場合（即ち、台車装置の移動方向に対して可動桁が傾
斜して移動する場合）と比較して、支承上面での水平方向変位量を少なくすることができ
る。よって、その分、支承の寿命を向上させ、メンテナンス頻度の低減を図ることができ
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るという効果がある。
　なお、上述した二本のレールを敷設する分岐装置では、それら二本のレールを本発明の
ように垂直軸方向視において円弧状に形成すると、内輪と外輪との移動距離が異なるため
、その差を吸収するために、内輪と外輪との外径を異ならせる、或いは、内輪と外輪とを
それぞれ別の駆動装置により異なる回転数で駆動制御する必要が生じる。これに対し、本
発明では、レールを一本とし、その一本のレールに沿って車輪を一列に配置することがで
きるので、各車輪に移動距離の差を発生させることなく、レールを円弧状に形成すること
ができる。
　即ち、このように一本のレールに沿って車輪を一列に配置する構成は、従来品では不可
能であり、本発明のように、複数の可動桁における相対向する端部の一方を台車装置に固
定し、かつ、他方を台車装置に回動可能に連結することで初めて可能となったものであり
、これにより、内外輪の外径を異ならせることや内外輪を別の駆動装置により異なる回転
数で駆動制御することを不要としつつ、支承のメンテナンス頻度の低減を図ることができ
る。
　技術的思想３記載の分岐装置によれば、技術的思想１又は２に記載の分岐装置の奏する
効果に加え、車輪保持部は、本体部の一側および他側に車輪が一輪ずつ回転可能に軸支さ
れ、その本体部は、一側の車輪をレールに近接させる方向または他側の車輪をレールに近
接させる方向に揺動可能な状態で保持部により保持されているので、二輪の車輪をレール
に確実に接地させることができる。よって、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理を
容易とすることができるという効果がある。
　ここで、車輪の数を多くすることで、台車装置の支持を安定して行えると共に各車輪の
分担荷重を軽減することができる一方で、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理が困
難となる。この場合、本発明では、二輪一組の車輪を有する車輪保持部を複数備え、それ
ら各車輪保持部が揺動可能とされているので、車輪の数を多くした場合でも、接地面のレ
ベル管理を容易とすることができる。即ち、台車装置の支持の安定化や各車輪の分担荷重
の軽減と、接地面のレベル管理の容易化との両立を図ることができる。
　技術的思想４記載の分岐装置によれば、技術的思想１から３のいずれかに記載の分岐装
置の奏する効果に加え、台車装置は、複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動す
る駆動装置を備えているので、かかる一の車輪の回転駆動を直接行うことができる。よっ
て、駆動装置を外部に設置する場合のように、その駆動装置の駆動力を台車装置へ伝達す
るための伝達機構を設ける必要がないので、構造を簡素化でき、その分、部品点数の削減
を図ることができるという効果がある。
　技術的思想５記載の分岐装置によれば、技術的思想４記載の分岐装置の奏する効果に加
え、複数の車輪の内の少なくとも一の車輪を回転駆動する駆動装置を備えると共に、その
駆動装置が複数の車輪保持部のそれぞれに配設され、各車輪保持部の車輪が各駆動装置に
より回転駆動されるので、駆動輪を複数とすることができる。よって、一の駆動系統が故
障した場合でも、他の駆動系統により、台車装置の移動を確保することができるので、車
両の走行進路の切り替えを確実に行うことができるという効果がある。
　この場合、各駆動輪は、それぞれ車輪保持部に軸支されているので、かかる駆動輪をレ
ールに確実に接地させることができる。よって、駆動輪が複数設けられた場合であっても
、各駆動輪の回転駆動力をレールへ確実に伝達させることができるという効果がある。
　技術的思想６記載の分岐装置によれば、技術的思想１から５のいずれかに記載の分岐装
置の奏する効果に加え、複数の可動桁における相対向する端部の他方を台車装置に回動可
能に連結する部位（連結機構）における垂直軸の延長線上にレールが位置するので、その
レール上を車輪が転動することで、台車装置が移動し、その台車装置が可動桁を連結機構
を介して押す場合には、台車装置の移動方向視において、車輪から台車装置に作用する力
の作用点と、可動桁（連結機構）から台車装置に作用する力の作用点とを一直線状に配置
することができる。これにより、台車装置に回転力が作用することを抑制して、台車装置
の安定した移動を確保することができるという効果がある。
　技術的思想７記載の分岐装置によれば、技術的思想１から６のいずれかに記載の分岐装
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桁の後端側端部が固定される後端側台車装置を備えると共に、長手方向に複数が並べられ
た可動桁の内の始端側に位置する可動桁の始端側端部は、相対向する固定桁に対して垂直
軸まわりに回動可能に連結されているので、後端側台車装置および台車装置を移動させる
ことで、後端側に位置する可動桁が第１の走行進路に接続される第１の状態と、後端側に
位置する可動桁が第２の走行進路に接続される第２の状態とに、少なくとも車両の走行進
路を切り替えることができる。
　この場合、後端側に位置する可動桁は、後端側端部が台車装置に固定されると共に、後
端側端部と反対側の端部（即ち、相対向する端部の他方）が垂直軸まわりに回動可能に台
車装置に連結されているので、後端側台車装置を自立させるために、二本のレールを敷設
する必要がない。即ち、レールを一本のみ敷設し、その一本のレールに沿って一列に配置
された複数の車輪により台車装置を支持する構成（一本のレールに沿って一列に配置され
る複数の車輪を台車装置が備える構成）とすることができる。
　その結果、二本のレールの敷設が必要となる分岐装置と比較して、部品点数や敷設工数
を低減することができるので、その分、製品コストの削減を図ることができるという効果
がある。また、一本のレールに対してのみ、車輪とレールとの間の接地面のレベル管理を
行えば良いので、二本のレールに対して接地面のレベル管理を行う必要がある場合と比較
して、接地面のレベル管理を容易に行うことができるという効果がある。
【符号の説明】
【００８８】
１００　　　　　　分岐装置
１０ａ　　　　　　可動桁（始端側に位置する可動桁）
１０ｂ～１０ｅ　　可動桁
１０ｆ　　　　　　可動桁（後端側に位置する可動桁）
２０ａ～２０ｅ　　台車装置
２０ｆ　　　　　　後端側台車装置
２２０　　　　　　車輪保持部
２２１　　　　　　車輪
２２２　　　　　　保持部本体（本体部）
２２３　　　　　　保持部
２２４　　　　　　駆動装置
３１ａ～３１ｆ　　台車レール（レール）
６０，１０６０　　支承機構（支承）
Ａ　　　　　　　　共通固定桁（固定桁）
Ｌ　　　　　　　　垂直軸
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